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１１．．ははじじめめにに  

日本社会は、世界に類を見ない速度で高齢化が進行しており、2025 年には後期高齢

者（75 歳以上）が全人口の約 18％を占め、2040 年には 65 歳以上人口が全体の 35％

を超えると予測されている（厚生労働省 2023）。このような人口構造の変化は、医

療・介護分野において単なる需要増加にとどまらず、複数の慢性疾患や認知症を併せ

持つ高齢者の増加によって、より複雑かつ高度なケアを必要とする「重度化・複雑化

の時代」の到来を意味している（厚生労働省 2023）。 

こうした状況を背景に、2012 年の介護保険制度改正により制度化された「看護小規

模多機能型居宅介護」（以下、看多機）は、医療的ケアと生活支援を一体的に提供す

る地域密着型サービスとして、その重要性が高まっている。しかし、2025 年 1 月時

点における全国の看多機事業所数は 1,098 か所にとどまり、普及は依然として限定的

である（厚生労働省 2025）。その要因として、制度上の制約に加え、安定的な経営

基盤の確保や人材確保の困難さといった複合的な課題の存在が指摘されている（三菱

UFJ リサーチ＆コンサルティング 2019）。 

今後の制度改定や地域間競争の進展を見据えると、看多機の持続的運営を実現する

ためには、制度に依存した受け身の経営から脱却し、地域ニーズに応答する柔軟な体

制を構築するとともに、戦略的経営判断にもとづく資源配分を行うことが求められ

る。 
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２２．．研研究究のの目目的的                                            

本研究は、A 看多機が有する組織的・人的資源の強みと地域課題との適合性を検証

し、将来的な持続可能性を高めるための戦略的方向性を明らかにすることを目的とす

る。あわせて、拠点展開の可能性やサービス提供の柔軟性向上を検討し、都市部にお

ける看多機の機能的価値を強化する方策を提示する。 

 

３３．．研研究究方方法法  

本研究は、神戸市須磨区を中心に展開する A 看多機を対象としたケーススタディで

ある。運営実態を多角的に把握し、戦略的方向性を導出するため、外部環境分析、内

部環境分析、統合分析の３つの視点から検討を行った。 

 

44．．研研究究結結果果  

44--11  外外部部環環境境分分析析  

44--11--11  制制度度的的背背景景とと将将来来のの政政策策的的方方向向性性  

わが国の地域医療構想は、病院と診療所を結ぶ「垂直連携」を基盤としてきた。し

かし、自由開業医制や民間資本依存の高さにより、機能分化や地域最適化は限定的で

あり、外来機能の肥大化や病院間競合、資源の分散配置、人材不足が固定化してい

る。 

今後は「要医療・重介護」の高齢者が増加し、特に 85 歳以上では半数が要介護、4

割が認知症と推計される。2040 年には死亡数が年間約 170 万人に達し、死因はが

ん・心疾患に加え老衰が増える。死亡場所も病院から自宅・施設へ分散し、地域での

看取り体制整備が不可欠となる。 

そのため医療の目的は「治す」から「治し支える」へ転換が求められ、介護・生活

支援を含む多職種協働による「水平連携型の包括ケア」が重要となる。近年は在宅療

養支援診療所や地域包括ケア病棟、介護医療院、かかりつけ医制度などが整備されて

きた。今後は地域全体で限られた資源を有効活用し、社会的コストの最適化を図る必

要がある。看多機はその中核として、地域包括ケアを支える役割が一層期待されてい

る。 
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44--11--22  神神戸戸市市須須磨磨区区・・長長田田区区のの地地域域特特性性とと人人口口動動態態  

神戸市須磨区および長田区は、市南西部に位置する南北に細長い都市型地域であ

り、可住地は限られるが、鉄道や幹線道路により市内外への交通利便性に優れてい

る。長田区では新長田駅南地区への行政機能移転や西市民病院の移転計画が進行して

おり、医療・福祉資源の集積と地域包括ケア基盤の強化が見込まれる。 

一方、両区では少子高齢化と人口減少が進行し、2040 年までに総人口は減少する一

方で、65 歳以上人口はほぼ横ばいで推移する。その結果、高齢化率は 40％を超え、

後期高齢化率も 23％前後に達すると推計される（図１・図２）。特に生産年齢人口

の減少は顕著であり、労働力不足やケア提供体制への影響が懸念される。 

すなわち、両区の特徴は、高齢者人口の絶対数は大きく変化しないにもかかわら

ず、総人口減少に伴って高齢化率が上昇し、重度介護・医療ニーズの増加と労働力不

足が同時に進行する点にある。 

 
 出所：地域医療情報システムを基に筆者作成 

図１：須磨区の将来人口構成の推計と高齢化率・後期高齢者率の推移 

 

 
出所：地域医療情報システムを基に筆者作成 

図２：長田区の将来人口構成の推計と高齢化率・後期高齢者率の推移 
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44--11--33  医医療療・・介介護護需需要要のの将将来来推推計計：：須須磨磨・・長長田田区区  

須磨区・長田区における将来の医療・介護需要は、地域医療情報システム（JMAP）

の推計値を用い、2020 年を基準（100）として指数化した（図３）。 

介護需要は、須磨区で 2025 年に 114、2030 年に 115 と上昇した後、2035 年に 111、

2040 年に 109 へとやや減少し、2050 年には 111 となる。長田区では 2025 年に 108、

2030 年に 107 で早期にピークを迎え、2040 年に 98 まで低下するが、2050 年には 103

に回復する。全国平均が 2020 年以降一貫して上昇する（2050 年に 125）中で、両区

はいずれも中期的に減少傾向を示す点が特徴である。 

医療需要は、須磨区で 2025 年に 102、2030 年に 100、2040 年に 94、2050 年に 88 と

推移し、長田区でも 2025 年に 100、2030 年に 97、2040 年に 91、2050 年に 87 と減少

傾向を示す。全国平均が 2030 年以降ほぼ横ばい（2050 年に 99）で推移するのに対

し、両区はより急速な減少が予想される。 

 
出所：地域医療情報システム（JMAP） 

図３：須磨区・長田区の医療・介護需要予測指数の推移 
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44--11--44  高高齢齢年年齢齢階階級級別別人人口口構構造造とと介介護護需需要要へへのの影影響響  

厚生労働省の統計によれば、要介護認定率は年齢とともに急激に上昇し、65 歳以上

全体で 18.3％、75 歳以上では 31.5％、85 歳以上では 57.8％に達する（図４）。 

年齢階級別人口推計では、須磨区では 2027 年に 85 歳以上人口が最大コーホートと

なり、2035 年に 15,168 人でピークを迎えた後、2040 年時点でも 14,664 人と高水準

を維持すると見込まれる（図５）。一方、長田区では 2026 年に 85 歳以上人口が最大

となり、2035 年に 9,014 人でピークを迎えた後、緩やかに減少に転じる（図５）。 

 

出所：令和４年版厚生労働白書 

図４：年齢階級別の要介護認定率 

 

 

出所：国立社会保障・人口問題研究所のデータを基に筆者作成 

図５：須磨区・長田区 85 歳以上が最大コーホートとなる年 

2027 2026 

須磨区 長田区 
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44--11--55  高高齢齢者者人人口口のの空空間間分分布布    

65 歳以上人口は、須磨区南部から長田区南部の沿岸部、さらに JR 神戸線・山陽電

鉄・市営地下鉄沿線にかけて、高齢者が１メッシュあたり 96 人以上集中する高密度

地域が広がっている（図６）。 

85 歳以上人口については、A 看多機周辺や長田区南東部で１メッシュあたり 11 人以

上の集積が確認され、さらに須磨区北部の住宅密集地や主要駅周辺の高層集合住宅地

でも小規模ながら高密度分布がみられた。これらの地域は医療機関や商業施設へのア

クセスが良好であり、都市型の高齢者集積パターンを示している。 

両者を重ね合わせると、65 歳以上人口が面的に広がる中に、85 歳以上人口の高密度

地域が点在していることが明らかとなった。特に長田駅南部では 85 歳以上人口の局

所的集積が顕著であり、今後の在宅医療・介護需要増加を示唆する地域的特徴といえ

る（図７）。 

 

J-STAT MAP を基に筆者作図 

図６：65 歳以上人口（250m メッシュデータ） 
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J-STAT MAP を基に筆者作図 

図７：85 歳以上人口（250m メッシュデータ） 

            

44--11--66  世世帯帯構構造造のの特特性性：：須須磨磨区区・・長長田田区区  

須磨区における世帯構造の内訳をみると、核家族世帯が 59％と最も多くを占めてい

る。そのうち高齢者を含む核家族世帯は 26％であり、一定程度の家族介護力を有す

る可能性があるものの、依然として親世代と子世代の同居は限定的であることが示唆

される。一方で、単身世帯が 37％に達しており、その中には高齢者単身世帯が 16％

を占める。さらに高齢者夫婦のみの世帯も 14％みられ、高齢者のみで生活する世帯

が増加している状況が明らかとなった（図８）。 

一方、長田区では単身世帯が 51％と半数を超えており、そのうち高齢者単身世帯が

19％を占めている。高齢者夫婦世帯は 10％にとどまり、核家族世帯も 43％と須磨区

に比べて低い割合であった。また、高齢者を含む核家族世帯は 20％にとどまり、世

帯内での介護支援力はさらに弱まっている状況が明らかになった（図９）。 
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以上の結果から、両区に共通して核家族化と単身化の進展がみられ、須磨区・長田

区いずれにおいても家族介護力の低下が明らかである。

  

出所：総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた 2024」より筆者が作図 

図８：須磨区の世帯構造の特性 

 

  

出所：総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた 2024」より筆者が作図 

図９：長田区の世帯構造の特性 

 

44--11--77  就就業業構構造造のの特特性性：：神神戸戸市市須須磨磨区区・・長長田田区区    

須磨区および長田区の就業構造は、いずれも第 3 次産業従事者が多数を占める都市

型労働市場を形成している。 

須磨区の労働力人口は 66,376 人で、就業者数は 63,402 人、完全失業者数は 2,974

人であった。産業別構成は第 1 次産業 216 人、第 2 次産業 11,383 人、第 3 次産業

49,361 人であり、第 3 次産業の割合は約 77.8％に達した。 
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長田区の労働力人口は 39,885 人で、就業者数は 37,486 人、完全失業者数は 2,399

人であった。産業別では第 1 次産業 114 人、第 2 次産業 8,044 人、第 3 次産業

27,297 人であり、第 3 次産業の割合は約 72.8％であった。 

通勤構造を見ると、須磨区では区内就業者 21,062 人に対し、他地域への通勤者

39,606 人と流出超過の傾向を示した。一方、長田区では区内就業者 14,300 人、他地
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両区に共通する特徴は、就業者の大半が第３次産業に従事している点、さらに通勤
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44--11--88  競競合合環環境境分分析析  

 A 看多機を中心とした競合分析においては、車で片道 15 分圏内に所在する在宅系

事業所、ならびに片道 30 分圏内に所在する施設系サービスや病院を対象とした。こ
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有料老人ホームが１か所、介護医療院が２か所、緩和ケア病棟を有する病院が３か所

存在し、医療特化型サービス付き高齢者向け住宅は確認されなかった。A 看多機の利
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い。一方、医療対応型住宅型有料老人ホームや介護医療院や緩和ケア病棟は施設系サ

ービスであるものの、医療依存度の高い利用者や看取り希望者の選択肢として機能す
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以上の結果から、両区に共通して核家族化と単身化の進展がみられ、須磨区・長田

区いずれにおいても家族介護力の低下が明らかである。

  

出所：総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた 2024」より筆者が作図 

図８：須磨区の世帯構造の特性 

 

  

出所：総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた 2024」より筆者が作図 

図９：長田区の世帯構造の特性 

 

44--11--77  就就業業構構造造のの特特性性：：神神戸戸市市須須磨磨区区・・長長田田区区    

須磨区および長田区の就業構造は、いずれも第 3 次産業従事者が多数を占める都市

型労働市場を形成している。 

須磨区の労働力人口は 66,376 人で、就業者数は 63,402 人、完全失業者数は 2,974

人であった。産業別構成は第 1 次産業 216 人、第 2 次産業 11,383 人、第 3 次産業

49,361 人であり、第 3 次産業の割合は約 77.8％に達した。 
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表１：A 看多機の競合サービス種別 

 

 

出所：A 看多機利用データ、各事業所公開情報を基に筆者作成（Looker Studio 使用） 

図 10：A 看多機利用者の居住分布と競合の位置関係 
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44--22  内内部部環環境境分分析析  

A 看多機の資源状況を明らかにするため、日本看護協会が 2023 年３月に実施した

「看護小規模多機能型居宅介護の運営上の課題に関する調査」（以下、全国調査）を

比較対象とした。全国調査は 293 事業所・利用者 2,338 名を対象に実施されたもので

あり、本研究では 2018 年 10 月から 2025 年４月までに A 看多機へ累計登録した利用

者 201 名のデータを用いて比較分析を行った。 

統計解析にあたっては、利用者属性、主傷病名、サービス利用回数などのカテゴリ

ーデータについては Z 検定または二項検定を用い、平均値の比較には t 検定を適用し

た。有意水準は５％とし、p 値が 0.05 未満を＊、0.01 未満を＊＊と表記して統計的

に有意差ありと判定した。なお、統計解析には Microsoft Excel を使用した。 

 

44--22--11  要要介介護護度度構構成成  

A 看多機における平均要介護度は 3.72 であり、全国の 3.31 に比べて有意に高かっ

た（表２、p<0.001）。 

要介護度別の構成割合をみると、A 看多機では要介護１および 3 の割合が有意に低

く、一方で要介護 5 の割合が有意に高かった（表３、p＜0.05）。 

さらに、要介護４以上の割合は A 看多機で 65.7％と、全国の 50.2％に比べ有意に高

いことが示された（表４、p<0.001）。 

 

表２:A 看多機と全国調査における要介護度の比較 

 

 

表３：A 看多機と全国における要介護度別割合の比較 
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表４: A 看多機と全国における要介護 4 以上の割合の比較 

 

 

44--22--22  主主傷傷病病名名  

主傷病名の構成を（表５）に示す。A 看多機においては、末期がんの利用者割合が

46.3％であり、全国の 4.0％と比較して有意に高かった（p<0.001）。また、呼吸器

疾患は A 看多機で 6.5％、全国で 3.0％（p=0.007）、パーキンソン病以外の神経難病

は A 看多機で 4.5％、全国で 2.1％（p=0.035）であり、いずれも A 看多機において有

意に高かった。 

一方、認知症は A 看多機で 11.4％、全国で 20.9％（p=0.001）、心臓病は A 看多機

で 3.5％、全国で 7.4％（p=0.036）、糖尿病は A 看多機で 2.0％、全国で 5.9％

（p=0.021）であり、いずれも A 看多機において有意に低かった。 

また、脳卒中は A 看多機で 12.9％、全国で 18.0％であり、差を認める傾向はみられ

たが有意差には至らなかった（p=0.068）。その他の疾患（骨折、腎臓・前立腺疾

患、精神疾患、筋骨格系疾患、胃腸・肝胆疾患など）については、全国との間に統計

学的に有意な差を認めなかった。 

 

表５:A 看多機と全国調査における疾患別利用者割合の比較 
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44--22--33  過過去去１１年年のの看看取取りり割割合合とと利利用用終終了了者者のの転転帰帰  

過去１年間（2024 年４月〜2025 年３月）における A 看多機の利用終了者 20 名であ

り、そのうち 11 名（55.0％）が自宅または事業所内で看取られていた。この割合

は、全国調査における平均値 33.7％と比較して有意に高かった（表６, p＜0.001） 

A 看多機における利用終了者の転帰の内訳は、「自宅または事業所内での看取り」

が 11 名で最も多く、次いで「医療機関への入院」が 5 名、「介護保険施設への入

所・入居」および「状態改善による在宅サービス移行」がそれぞれ 2 名であった（表

７）。 

全国調査（有効回答 201 事業所）では、過去１年間の利用終了者数は平均 11.9 名で

あり、その内訳は「医療機関への入院」が平均 3.5 名、「看取り（自宅・事業所内合

算）」が平均 4.2 名であった（表７）。 

これらの結果から、A 看多機では全国平均に比べて看取りの割合が有意に高く、終

末期支援の実施頻度が高いことが示された。 

 

表６：A 看多機と全国調査における看取り割合の比較（過去１年間） 

 

 

表７：A 看多機と全国調査における利用終了者の転帰比較（過去１年間））  

  

  

44--22--44  AA 看看多多機機のの転転帰帰のの内内訳訳  

A 看多機の 2018 年 10 月から 2025 年４月までの累計転帰件数を（図 11）に示す。死

亡は 128 件で、その内訳は在宅死亡 54 件、看多機死亡 57 件、入院死亡 17 件であっ

た。入院死亡（17 件）および入院（14 件）を除く 170 件（全体の 84.6％）は、看多

機を利用しながら在宅療養を全うしたか、あるいは状態が改善して居宅（10 件）や施

設（16 件）へ移行、もしくは利用を継続中（33 件）であった。 
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これらの結果から、A 看多機では利用者の 84.6％が在宅生活を継続できており、地域

における在宅療養支援の中核的役割を担っていることが示された。 

 
図 11:A 看多機の転帰の内訳 

 

44--22--55  １１かか月月間間ののササーービビスス利利用用回回数数のの比比較較  

A 看多機と全国調査における１か月間の各サービス利用回数を比較した結果を（表

８）に示す。泊まり利用の平均回数は A 看多機 6.8 回、全国 6.9 回であり、有意差は

認められなかった。通い利用の平均回数は A 看多機 16.4 回、全国 15.3 回であり、

χ²検定では有意差を認めたが（p=0.027）、t 検定では有意差は認められなかった。

訪問介護利用の平均回数は A 看多機 21.7 回、全国 13.5 回であり、いずれの検定にお

いても有意に高かった（p<0.001）。一方、訪問看護利用の平均回数は A 看多機 1.4

回、全国 3.8 回であり、いずれの検定においても有意に低かった（p=0.003, 

p<0.001）。 

以上より、A 看多機においては全国と比べて、１か月間の訪問介護利用頻度が高

く、訪問看護利用頻度が低い傾向が明らかとなった。 

 

表８:A 看多機と全国における１か月間のサービス利用回数の比較 
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44--22--66  要要介介護護度度別別ののササーービビスス利利用用平平均均回回数数 

要介護度別にサービス利用の平均回数を比較したところ、A 看多機の「泊まり」利

用は要介護２および４で全国平均より少なく、要介護５では多い傾向が認められた。

「通い」利用は要介護２〜５において全国平均と同等かやや多く、とくに要介護５で

高値を示した。訪問介護については、要介護２〜５すべてにおいて全国より多く、特

に要介護３および要介護４で顕著に高かった。一方、訪問看護の利用回数は全ての要

介護度において全国平均を下回っていた（表９）。  

以上の結果から、A 看多機では要介護 5 において「泊まり」「通い」「訪問介護」

の利用頻度が全国と比較して相対的に高い一方で、「訪問看護」の利用が少ないとい

う特徴が示された 

 

表９:A 看多機と全国調査における要介護度別サービス利用平均回数 

 

 

44--22--77  医医療療的的ケケアアのの提提供供状状況況  

A 看多機における医療的ケアの実施状況を全国調査と比較した結果を（表 10）に示

す。まず、「服薬指導・管理」「口腔ケア」「身体的リハビリテーション」「身体の

清潔保持」「家族への指導・支援」「療養環境整備」「精神状態への対応」「他機関

との連携・調整」はいずれも 100％で実施されており、全国調査（33.2〜61.8％）を

大きく上回っていた（p＜0.001）。さらに、「療養指導」「褥瘡予防」「睡眠ケア」

「摂食嚥下リハビリ」「創傷処置」「喀痰吸引」においても、全国と比較して有意に

高い割合が確認された（p＜0.001）。また、「経管栄養」（p＝0.027）、「静脈内注

射（点滴含む）」（p＝0.001）、「カテーテル管理」（p＝0.019）、「気管切開ケ

ア」（p＝0.009）、「人工呼吸器管理」（p＝0.029）、「導尿」（p＝0.043）など、

高度な医療的ケアにおいても有意に高い結果が得られた。一方、「浣腸」（p＝

0.011）は全国調査よりも低い割合を示し、「褥瘡処置」「インスリン注射」「疼痛

管理」「酸素療法」については有意差を認めなかった。 

以上より、A 看多機は基礎的ケアから在宅療養支援、さらには高度医療的ケアまで

幅広い領域で全国平均を上回る実施率を示しており、特に「喀痰吸引」「経管栄養」
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「静脈内注射」「気管切開ケア」「人工呼吸器管理」など重度者対応を可能にする医

療的ケアを一定水準で提供していることが明らかとなった。 

表 10：A 看多機と全国における医療的ケア提供状況の比較 

 

 

44--22--88  紹紹介介元元のの構構成成  

当事業所への利用者紹介元は、特定の病院や居宅支援事業所からの紹介が大きな割

合を占めている。最も多いのは N 病院（19％）で、次いで居宅支援（同法人）14％、
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K 病院 13％、居宅支援（他事業所）11％となっている。その他、小規模多機能型居宅

介護（２％）、老健（２％）、診療所（２％）、および「なし」（３％）が続く。残

りの 34％程度はその他の 32 箇所の病院からの紹介であり、紹介元が多様化している

ことがうかがえる(図 12)。 

この分布は、新規利用者を安定的に獲得するという観点と、紹介元を多様化させる

ことでリスクを分散するという観点の二つから評価できる。 

 

 

図 12: A 看多機の紹介元 

 

44--33  戦戦略略的的統統合合分分析析  

44--33--11  VVRRIIOO 分分析析  

本節では、A 看多機の内部資源および能力のうち、競争優位性に寄与する要素を明

らかにするため、VRIO 分析（Value：価値、Rarity：希少性、Inimitability：模倣

困難性、Organization：組織活用能力）を適用した。評価は本研究で得られた実測デ

ータと全国調査の比較に基づき、持続的競争優位（Sustainable Competitive 

Advantage）、一時的競争優位（Temporary Competitive Advantage）、競争均衡

（Competitive Parity）等に分類した（表 11）。 
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当事業所への利用者紹介元は、特定の病院や居宅支援事業所からの紹介が大きな割

合を占めている。最も多いのは N 病院（19％）で、次いで居宅支援（同法人）14％、
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① 高度医療依存度の利用者に対応できる臨床対応力 

A 看多機の平均要介護度は 3.72 と全国平均を上回り、要介護 4・5 の構成比は

65.7％に達していた。主傷病では末期がんや神経難病の利用者割合が全国より高く、

重度・高医療依存度の利用者を多く受け入れていることが明らかとなった。さらに、

「服薬指導・管理」「口腔ケア」「身体的リハビリテーション」「家族等への支援」

などの基礎的ケアから、「喀痰吸引」「経管栄養」「静脈内注射」「カテーテル管

理」「気管切開のケア」「人工呼吸器の管理」「導尿」といった高度な医療的ケアに

至るまで、幅広い領域で実施率が高く、臨床対応力の高さが示された。 

この能力は地域の需要に対して高い価値を有し、同水準の対応力を備える事業所は

限られるため希少性が高い。緩和ケアやがん看護に特化した看護師、吸引や注入に対

応可能な介護職、標準化されたプロトコルの整備などは長期的な投資と症例の蓄積を

必要とし、模倣困難性も高い。加えて、24 時間対応と多職種連携の体制が確立して

おり、組織活用能力も十分であることから、持続的競争優位に該当すると考えられ

る。 

 

② 在宅療養継続および看取りを高率で実現する運用力 

2018 年 10 月〜2025 年 4 月の延べ転帰 201 件のうち、入院死亡（17 件）および入院

（14 件）を除く 170 件（全体の 84.6％）は、在宅療養を継続したまま死亡に至る

か、状態が改善して居宅・施設へ移行、あるいは利用を継続していた。直近１年間の

看取り割合は 55.0％と全国平均 33.7％を大きく上回っていることからも、その実績

は希少性が高い。 

在宅療養の継続や看取りは地域包括ケアにおける中核的アウトカムであり、それを

高率で実現していることは高い価値を有する。さらに、「通い・泊まり・訪問」を統

合した包括的サービスの運営、夜間や緊急時の即応体制、家族への支援体制といった

複合的なプロセスによって支えられており、これらは容易に模倣できるものではな

い。加えて、在宅療養継続を高める取り組みは理念に基づく経営として創設以来一貫

して実施されており、その実践が組織文化として定着していることから、組織活用能

力も十分であるといえる。以上の点から、この強みは持続的競争優位に分類される。 

 

③ 連携資産と医療保険・介護保険を使い分ける二重トラック運用 

A 看多機の紹介元は、N 病院 19％、K 病院 13％、同法人居宅 14％、他法人居宅 11％

に加え、その他 32 病院で計 34％と、多元的かつ安定した流入経路を有している。特
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に末期がん利用者が多く、訪問看護の多くは医療保険で提供されており、介護保険サ

ービスと併用することで高頻度の訪問を可能としている。このように、医療保険と介
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④ 在宅生活継続を軸とした理念運営方針 

A 看多機の運営方針は「在宅生活支援」を核としており、可能な限り利用者が在宅

で過ごせるよう、サービスは必要時に限定して提供されている。具体的には、全国的

にみられる 30 日以上の長期連泊利用や、施設化の傾向が指摘される看多機も存在す

るが、A 看多機においては長期連泊（30 日以上）は一切発生していない。さらに、原

則として 5 泊以上の連泊も行わない方針を堅持している。 

この方針は、看多機を在宅支援サービスとして位置づける国の制度趣旨と合致して

おり、入所施設化を防ぎつつ、地域包括ケアの中核機能としての役割を適正に体現し
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を徹底している事業所が少ないことから希少性を備えている。また、方針は職員の意
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総じて、①高度医療依存度対応力および②在宅療養継続力は、成果と臨床能力に裏

づけられた中核強みとして持続的競争優位に該当する。③連携資産と④理念運用は、

ネットワーク活用と組織文化定着を通じ、一時的〜中長期的優位を形成している。こ

れらは次章の SWOT 分析の強み（S）を裏づけると同時に、後で述べる「A 看多機能に
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よる有機的連携を伴うドミナント戦略」および「差別化集中戦略による専門性強化」

の基盤を構成する。 

 

表 11:VRIO 分析

 

  

44--33--22  SSWWOOTT 分分析析  

本節では、外部環境分析および内部環境分析の結果を統合し、A 看多機の現状と戦

略課題を明らかにするため SWOT 分析を行った。分析結果を整理したものを(表 12)に

示す. 

 

Strengths（強み） 

（表 11）の VRIO 分析で示した通り、A 看多機の強みは「高度医療依存度の利用者に

対応できる臨床対応力」、「在宅療養継続および看取りを高率で実現する運用力」、

「連携資産と医療・介護保険を使い分ける二重トラック運用」、「在宅生活継続を軸

とした理念に基づく運営方針」に整理される。 

 

Weaknesses（弱み） 

第一の弱みは、利用者紹介元の偏在である。現状、紹介元は特定病院に集中してお

り、N 病院からの紹介が全体の 19％、K 病院からの紹介が 13％を占めている。一方

で、他法人の居宅介護支援事業所からの紹介は 11％にとどまり、地域ケアマネジャ

ーとの連携は限定的である。また、その他 32 病院からの紹介は合計で 34％に達する

ものの、１病院あたりの紹介件数は少なく、個々の医療機関との関係性は相対的に希

薄であるといえる。 

第二の弱みは、高負荷なサービス提供構造である。A 看多機では要介護度 4 以上の

利用者割合が 65.7％に達し、全国平均 50.2％を大きく上回っている。その結果、訪

問介護の平均利用回数は 21.7 回（全国 13.5 回）、通いサービスは 16.4 回（全国

15.3 回）と、全国より高い水準で提供されている。これは重度利用者に質の高いケ
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アを実現している一方で、職員にとっては身体的な介護負担が大きく、業務効率確保

の困難さを増している。 

さらに、精神的負担の大きさも課題となる。A 看多機における直近 1 年間の在宅・

事業所内での看取り率は 55.0％と高く、全国平均 33.7％を大きく上回っている。看

取り件数が多いことは地域ニーズに応える強みである一方で、職員にとっては死別体

験の蓄積や心理的ストレスにつながりやすく離職や人材定着に影響を及ぼすリスクが

ある。 

 

Opportunities（機会） 

第一に、高齢化の急速な進展が挙げられる。須磨区では 2040 年に高齢化率

40.7％、長田区では 41.0％に達すると見込まれており、いずれも 85 歳以上人口が最

大コーホートを形成する。特に須磨区では 2035 年に 85 歳以上が約 1.5 万人に達し、

以降も高水準を維持すると予測されている。このことは、複数の慢性疾患や認知症を

有する高齢者が増加し、在宅医療・介護の需要が一層拡大することを意味する。 

第二に、単身世帯・老老世帯の増加が機会要因となる。須磨区では「高齢者単身世

帯」が 16％、「高齢者夫婦世帯」が 14％を占め、両者を合わせた「高齢者のみの世

帯」は 30％に達している。長田区においても「高齢者単身世帯」が 19％、「高齢者

夫婦世帯」が 10％であり、「高齢者のみの世帯」は 29％を占める。こうした家族介

護力の低下は、在宅生活継続を支援する看多機に対するニーズを高める方向に作用し

ていると考えられる。 

第三に、政策的後押しがある。国は地域包括ケアの中核サービスとして看多機の普

及を位置づけ、終末期ケアの在宅移行促進を進めている。病床削減や死亡場所の多様

化に伴い、2040 年には年間死亡数が 170 万人に達する見込みであり、病院中心から

在宅・施設への看取りシフトが不可避となる。A 看多機が担う「在宅看取り支援」の

需要は確実に高まる。 

第四に、ICT や医療連携の進展も重要な機会である。オンライン診療や遠隔モニタ

リング技術の普及は、重度者や独居高齢者の支援効率を高める可能性がある。また、

長田区では西市民病院の駅周辺移転が計画されており、地域の医療資源集積との連携

強化によって、サービスの差別化・高度化を図る余地が大きい。 
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Threats（脅威） 

第一に、労働力不足の深刻化である。須磨区では生産年齢人口が 2025 年の 84,334

人から 2040 年には 64,830 人へと約 2 割減少し、長田区でも同様の減少傾向が見込ま

れている。介護人材の確保難に加え、看取り件数の増加や重度利用者への対応強化に

より職員負担は一層増大することが予測される。さらに、都市部特有の人材流動性の

高さは、安定雇用や人材定着を難しくする要因となっている。 

第二に、競合事業所の増加と構造変化である。A 看多機から車で 15 分圏内には既に

他の看多機 1 カ所、医療対応型住宅型有料老人ホーム１カ所、介護医療院２カ所、緩

和ケア病棟を有する病院 3 カ所が存在し、医療依存度の高い利用者や終末期ケアをめ

ぐる競合は避けられない。加えて、政策的に看多機の推進が続けば同業種の新規参入

が増えるリスクがある。さらに近年は、ICT や DX の導入が加速する中で、他の介護

サービスや施設系サービスも重度利用者への対応力を高める可能性があり、差別化の

優位性が相対的に縮小する懸念がある。 

第三に、制度改定リスクである。看多機は 2012 年に制度化された比較的新しい制度

であり、報酬改定や制度趣旨の変更によって経営基盤が影響を受ける可能性がある。

全国の看多機事業所数は 2025 年１月時点で 1,098 か所にとどまっており、制度の普

及が限定的な中、制度的持続性や財政的裏付けには依然として不確実性が残されてい

る。 

表 12:SWOT 分析 
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44--33--33  ククロロスス SSWWOOTT 分分析析  

本節では、前節で整理した SWOT 分析をもとに、外部環境の機会・脅威と内部環境の

強み・弱みを掛け合わせ、今後の戦略課題を抽出した（表 13）。 

 

S×O（強みを活かして機会を捉える戦略） 

A 看多機が有する「高度医療依存度への対応力」や「在宅療養継続・看取りを高率

で実現する運用力」といった強みは、地域の高齢化進展、単身・老老世帯の増加、在

宅看取り推進政策といった外部機会と高い親和性を持つ。これらを背景に、在宅支援

の地域拠点としての役割を拡大し、在宅完結型ケアを主導することが戦略的方向性と

なる。 

 

W×O（弱みを克服して機会を捉える戦略） 

紹介元の偏在や高負荷なサービス提供体制といった弱みは、ICT の普及や医療資源
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Threats（脅威） 

第一に、労働力不足の深刻化である。須磨区では生産年齢人口が 2025 年の 84,334

人から 2040 年には 64,830 人へと約 2 割減少し、長田区でも同様の減少傾向が見込ま

れている。介護人材の確保難に加え、看取り件数の増加や重度利用者への対応強化に

より職員負担は一層増大することが予測される。さらに、都市部特有の人材流動性の
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和ケア病棟を有する病院 3 カ所が存在し、医療依存度の高い利用者や終末期ケアをめ

ぐる競合は避けられない。加えて、政策的に看多機の推進が続けば同業種の新規参入

が増えるリスクがある。さらに近年は、ICT や DX の導入が加速する中で、他の介護

サービスや施設系サービスも重度利用者への対応力を高める可能性があり、差別化の
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第三に、制度改定リスクである。看多機は 2012 年に制度化された比較的新しい制度

であり、報酬改定や制度趣旨の変更によって経営基盤が影響を受ける可能性がある。

全国の看多機事業所数は 2025 年１月時点で 1,098 か所にとどまっており、制度の普

及が限定的な中、制度的持続性や財政的裏付けには依然として不確実性が残されてい

る。 

表 12:SWOT 分析 
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W×T（弱みと脅威が重なるリスクへの対応） 

人材不足の深刻化や競合事業所の増加といった外部脅威は、A 看多機における高負

荷なサービス提供構造や職員の身体的・精神的負担の大きさと重なり、事業継続性に

対する最大のリスクとなる。この領域では、人材確保・定着を最重要課題と位置づけ

る必要がある。具体的には、専門研修や資格取得支援によるキャリア形成、外国人ス

タッフの採用・定着支援、多職種連携による業務分担を推進することが有効である。

さらに、看取りに伴う心理的ストレスに対応するメンタルヘルス支援やピアサポート

体制を整備し、職員の精神的負担を軽減することが求められる。加えて、SNS を積極

的に活用して理念や日常の実践を発信し、共感型の採用につなげるとともに、地域住

民や利用者家族との信頼醸成にも役立てることで、人材不足リスクへの多面的対応が

可能となる。 

以上のクロス SWOT 分析により、A 看多機は「強みを機会と結びつけて拡大を図る」

「弱みを外部資源で補完する」「差別化によって脅威を回避する」「人材戦略を通じ

てリスクに備える」という４つの方向性を得た。これらを統合し、次章では具体的な

成長戦略として「有機的連携を伴うドミナント戦略」「差別化集中戦略」「新規拠点

展開方針」を提示する。 

表 13 クロス SWOT 

 

５５．．考考察察    

  本研究で行なった SWOT 分析（表 12）およびクロス SWOT 分析（表 13）の結果よ

り、A 看多機は「高度医療依存度利用者への対応力」や「在宅療養継続・看取り実
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績」といった強みを活かすことで、地域高齢化や在宅看取り推進政策といった外部機

会を取り込み得る一方で、紹介元の偏在や高負荷なサービス提供体制などの弱みを抱

え、さらに労働力不足や競合事業所の増加、制度改定リスクといった外部脅威と重な

り合うことで、事業継続性に対する大きな課題が浮き彫りとなった。 

これらの分析結果からは、①地域包括ケアの中核的役割を担うための連携基盤の強

化、②重度者や終末期ケアに対応できる専門性の明確化・可視化、③職員の負担軽減

と人材確保・定着に向けた仕組みづくり、といった具体的課題が抽出された。 

こうした課題を踏まえ、まず既存拠点を核に商圏内で利用者の囲い込みと、看多機

が中核となる有機的連携基盤の強化を図る「ドミナント戦略」の推進が重要である。     

同時に、施設系サービスとは根本的に異なる「住み慣れた自宅で暮らし続けられる

在宅ケア」を中核価値として明確に打ち出し、さらに看多機間の競合においても際立

つ専門性を発揮する「差別化集中戦略」を組み合わせることで、競争優位を長期的に

維持できる。 

 

55--11  AA 看看多多機機能能にによよるる有有機機的的連連携携をを伴伴ううドドミミナナンントト戦戦略略  

本戦略は、従来の顧客囲い込みを目的とする営業的ドミナントに限定されるもので

はなく、A 看多機を在宅での高度医療・看取りを担う地域ハブとして位置づけ、半径

15 分圏の中で「小さな地域包括ケアシステム」を構築することを目指すものであ

る。すなわち、A 看多機を核としつつ、有機的連携ネットワークを編成し、地域完結

型ケアの実現に資する体制を築く。 

連携対象は、（１）機能強化型在宅療養支援診療所（２）急性期・回復期病院、

（３）レスパイト病院（４）訪問看護（当法人）（５）薬局・訪問歯、（６）地域包

括支援センター・居宅介護支援事業所（７）自治会・民生委員・ボランティア等のイ

ンフォーマル資源とし、それぞれの役割分担を明確化する。A 看多機は、その中心と

して、調整（コーディネーション）、トリアージ（緊急度・必要度に応じた振り分

け）、およびラピッドレスポンス（迅速対応）を担う。 

これらの連携を実効性あるものとするため、実装は①情報連携基盤（ICT ツールの

統一による多職種間情報共有の推進）、②24 時間 365 日の連携体制の確立、③月例

合同カンファレンス（症例検討・指標レビュー）、④地域交流・プロボノ活動（専門

的知見の社会貢献）によって構成する。これらの仕組みは、VRIO 分析における組織

活用能力（O：Organization）を地域レベルに拡張し、ネットワーク全体を模倣困難

な社会関係資本として機能させる。 
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成果評価指標（KPI）として、在宅継続率（目標 85％以上）、在宅・事業所内看取

り率（55％以上）、救急搬送回避率、患者満足度、介護負担度（Zarit 介護負担尺

度）を設定し、年次で公表するとともに改善サイクルを回す。この「オープン・ドミ

ナント」戦略は、自治会・民生委員・ボランティア等のインフォーマル資源を含む多

層的連携を通じて、地域全体の在宅ケア供給力を底上げするものである。 

 

あわせて、A 看多機が掲げる「在宅で最後まで」の理念を支える調整力・即応力・

臨床力を機能ブランドとして可視化し、地域完結型連携エコシステムを核に、強みを

地域資産として増幅させることを目指す。その一方で、営業的・地理的ドミナントの

要素である「利用者の囲い込み」や「地理的集中による効率性・認知度向上」といっ

た側面も重視し、商圏内におけるシェア拡大やブランド浸透を図る。 

これにより、地域社会の信頼に裏付けられた医療・介護の持続可能な供給体制と、

経営上の安定基盤を同時に確立することが可能となり、A 看多機は理念と専門性を兼

ね備えた中核拠点として長期的な成長を遂げることができる。 

 

 

図 13： A 看多機の有機的連携ドミナント戦略 

 

－ 26 －



商大ビジネスレビュー 2025 AUT.

27 

 

55--22  差差別別化化集集中中戦戦略略にによよるる専専門門性性強強化化  

政策的後押しにより新規看多機の開設が加速する中、同業間での競争激化は避けら

れない。その中で優位性を確保するためには、制度上の標準サービスにとどまらず、

独自の機能的価値を明確に打ち出し、模倣困難な専門性を確立することが不可欠であ

る。本戦略の差別化の中核は、施設系サービスと対照をなす「生活を移さずに、生活

の場に医療を持ち込む」という在宅型の価値創造にある。すなわち、利用者が住み慣

れた自宅で暮らし続けながら、必要な高度医療や看取りを受けられる体制を確立する

ことこそが、A 看多機の最大の強みである。 

実際に A 看多機では、要介護４・５の割合が 65.7％と全国平均（50.2％）を大きく

上回り、在宅・事業所内看取り率は 55.0％（全国平均 33.7％）、在宅継続率は

84.6％と、高い水準を実現している。こうした実績を背景に、A 看多機が提供するサ

ービスは、がん末期や神経難病といった高医療依存度利用者への対応力、多職種連携

による包括的支援体制、高い在宅療養継続率と看取り実績を支える臨床力、急変時に

迅速に対応するラピッドレスポンス能力、さらに家族支援やレスパイト機能といった

複数の専門機能が有機的に組み合わされている点に特徴がある。これらの機能が一体

的に運用されることにより、他事業所が容易に模倣できない競争優位性を発揮する。 

さらに、この専門性を持続的に高めるために、医療的ケアに関する専門研修や資格

取得支援を継続的に行い、最新の医療知識や技術を迅速に現場へ反映させる体制を整

備している。同時に、「医療ニーズの高い利用者とその家族が安心・安全に過ごせる

社会をつくる」という理念を全職員に浸透させ、採用・研修・評価制度の全てに一貫

して組み込むことで、理念を組織文化として定着させている。 

また、プロボノ活動や地域イベントへの参画を通じて、医療介護の枠を超えた地域

貢献を推進し、地域住民との信頼関係を深化させている。これにより、利用者や家族

からのフィードバックを理念実践の指標として活用し、継続的な改善サイクルを回す

ことが可能となっている。 

施設系サービスでは難しい、生活習慣やこだわりを尊重した支援、起きたい時間に

起き、食べたいものを食べ、会いたい人に会う自由を守りながら、高度な医療と介護

を一体で提供する。この「生活と医療の融合」という価値は、制度の標準を超える独

自性を持ち、他事業所が追随することの難しい差別化要素である。A 看多機は、この

専門性を磨き続けることによって、地域における唯一無二の存在として競争優位を長

期的に確立することができる。 
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55--33  今今後後のの新新規規拠拠点点のの展展開開方方向向  

  新規拠点展開においては、政策的後押しや地域包括ケアの推進に伴い、全国的に

看多機の新規開設が進展することが予測される。その中で競争優位を確保するために

は、単なる数的拡大ではなく、差別化と地域貢献を同時に実現できる立地選定が不可

欠である。 

具体的な候補地としては、看多機の未設置地域であり、その他の競合事業所も相対

的に少ない長田区南部が挙げられる。この地域は高齢化率の上昇に伴い在宅療養や看

取りニーズの増大が見込まれる一方、令和 13 年に予定される西市民病院の移転によ

り医療・介護インフラ整備が進行中である。しかし現時点では、在宅支援機能全体の

整備は進みつつあるものの、医療依存度の高い利用者や看取りを含む一貫支援を担う

看多機の機能を果たしている事業所は存在していない。そのため、A 看多機が参入す

ることにより、地域における在宅療養支援の空白を補完し、独自の役割を発揮できる

余地は極めて大きいと考えられる。 

新店舗においては、既存事業所で培った理念経営や職員教育、医療対応力といった

ノウハウを標準化し、開設初期から高いサービス品質を維持できる体制を構築するこ

とが重要である。また、「医療ニーズの高い方を最期まで在宅で支援する」という機

能的価値を全拠点で共有することにより、利用者および地域からの信頼を早期に確立

することが可能となる。 

さらに、既存事業所と新店舗の両輪展開によって、職員のキャリアパスや異動機会

を拡充し、人材定着率の向上および採用競争力の強化を図ることができる。加えて、

各拠点における実践知や運営データを本部に集約・分析し、全体としてのサービス品

質向上に還元する仕組みを構築することで、持続的な成長循環を形成できる。 

以上より、A 看多機の新規拠点展開は、単なる事業規模の拡大にとどまらず、理念

と専門性を兼ね備えた在宅ケアのモデル事業所群としての地位を確立し、持続的かつ

発展的に地域社会へ貢献する戦略的意義を持つといえる。 

 

55--44  戦戦略略的的結結論論  

 本研究で行った SWOT 分析（表 12）、クロス SWOT 分析（表 13）の結果から、A 看

多機の持続的成長と地域貢献に向けた戦略的方向性として三つの柱が抽出された。第

一に、既存拠点を核として商圏内での利用者基盤を拡充し、病院・在宅医療機関・イ

ンフォーマル資源を含む有機的連携基盤を強化する「ドミナント戦略」の推進が必要
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である。これにより、半径 20 分圏内における小さな地域包括ケアシステムを形成
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６６．．おおわわりりにに  
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略、②医療依存度の高い利用者への対応力を核とした差別化集中戦略、③未充足地域
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各拠点における実践知や運営データを本部に集約・分析し、全体としてのサービス品
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 今後の課題としては、本研究で提示した戦略の実行可能性を高めるために、現場で

の運営データや利用者・家族の満足度を継続的に収集・分析することが求められる。

また、人材育成や ICT 活用といった経営資源の強化を並行して進めることで、理念と

専門性を兼ね備えた在宅ケアのモデル事業所群としての地位を確立できると考えられ

る。 

もっとも、本研究は単一事業所を対象とした事例分析にとどまるため、今後は複数

地域や異なる運営主体による看多機の事例を比較することで、より普遍的な成功要因

や課題を明らかにしていく必要がある。これらの知見の蓄積は、在宅医療・介護の持

続可能な発展や地域包括ケアの深化に寄与し、誰もが住み慣れた地域で安心して暮ら

し続けられる社会の実現に資するものと期待される。 
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